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し
か
し
、
長
期
に
わ
た
る
景
気

低
迷
と
財
政
事
情
の
悪
化
に
よ
っ

て
、
低
負
担
・
高
福
祉
と
い
う
理

想
が
ま
ま
な
ら
な
い
現
状
と
な
っ

て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
で
、
本

年
度
は
単
な
る
交
付
金
的
な
制
度

の
見
直
し
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
や

む
を
得
ず
補
助
制
度
へ
の
改
変
を

提
案
す
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
従
来
の
デ
イ

サ
ー
ビ
ス
事
業
や
シ
ョ
ー
ト
ス
テ

イ
、
老
人
憩
い
の
家
や
「
笹
ゆ
り

荘
」
な
ど
の
高
齢
者
福
祉
施
設
、

「
さ
く
ら
工
房
」
や
「
し
ら
さ
ぎ

作
業
所
」
な
ど
の
障
害
者
福
祉
施

設
の
安
定
的
運
営
に
配
慮
し
ま
し

た
。
そ
の
ほ
か
、
新
た
に
「
手
話

通
訳
設
置
事
業
」
や
「
第
二
長
寿

園
」
へ
の
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
事
業
の

委
託
な
ど
を
行
う
と
と
も
に
、
国

民
健
康
保
険
、
老
人
保
健
、
介
護

整
備
に
配
慮
し
ま
し
た
。
特
に
、

本
年
度
は
Ａ
Ｌ
Ｔ
を
１
人
増
員
し

て
３
人
体
制
と
し
、
外
国
語
教
育

の
推
進
に
一
層
取
り
組
む
ほ
か
、

中
学
生
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
派
遣

事
業
な
ど
を
通
じ
て
国
際
社
会
に

通
用
す
る
人
づ
く
り
に
資
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

の
推
進
の
た
め
、
本
年
度
は
野の

た田

集
会
施
設
の
整
備
を
行
い
、
文
化

財
保
護
事
業
に
つ
い
て
は
、
新
た

に
松
波
城
・
珠
洲
古こ
よ
う
せ
き
ぐ
ん

窯
跡
群
調
査

事
業
を
実
施
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

﹇
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
﹈ 

　

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
、

各
種
福
祉
制
度
の
充
実
は
も
と
よ

り
、
地
域
福
祉
施
策
へ
取
り
組
む

必
要
性
は
、
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て

い
ま
す
。

保
険
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
を
増

額
し
、
高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

進
展
を
図
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
次
の
世
代
を
担
う
子

ど
も
た
ち
の
福
祉
施
策
に
つ
い
て

は
財
源
を
重
点
的
に
配
分
し
、
対

象
年
齢
の
拡
大
と
い
う
児
童
手
当

制
度
の
改
正
に
対
応
す
る
ほ
か
、

新
た
に
出
産
前
に
保
育
士
の
支
援

を
受
け
な
が
ら
育
児
体
験
が
可
能

と
な
る「
マ
イ
保
育
園
登
録
事
業
」

や
、
日
中
に
保
護
者
が
い
な
い
低

学
年
児
童
の
子
育
て
支
援
対
策
と

し
て
「
く
ぬ
ぎ
学
童
ク
ラ
ブ
学
童

保
育
事
業
」
の
実
施
を
予
定
し
て

い
ま
す
。

　

地
域
福
祉
の
積
極
的
推
進
を
図

り
、
町
民
一
人
ひ
と
り
が
心
豊
か

に
暮
せ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
に

向
け
て
、
町
民
と
の
協
働
や
関
係

機
関
・
団
体
な
ど
と
の
連
携
を
強

化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
多
様
な

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
各
種
施

策
を
展
開
す
る
こ
と
が
必
要
と
考

え
て
い
ま
す
。

﹇
循
環
型
の
ま
ち
づ
く
り
﹈ 

　

ゴ
ミ
の
Ｒ
Ｄ
Ｆ
化
施
設
を
運
営

し
て
い
る
奥
能
登
ク
リ
ー
ン
組
合

に
対
す
る
負
担
金
を
増
額
し
た
ほ

か
、
内
浦
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
焼

却
炉
や
、
能
都
埋
立
処
分
場
貯
留

施
設
な
ど
の
環
境
関
連
施
設
の
改

修
を
行
い
、
豊
か
な
環
境
の
維
持

保
全
を
行
い
ま
す
。

　

ま
た
、
水
道
事
業
会
計
に
お
い

て
、「
時
長
・
山
中
地
区
未
普
及

地
域
解
消
事
業
」
の
本
格
着
工
を

行
う
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

﹇
産
業
活
性
化
の
ま
ち
づ
く
り
﹈ 

　

定
住
対
策
と
し
て
団
塊
の
世
代

を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
「
石
川
の

暮
ら
し
促
進
事
業
」
を
新
た
に
実

施
す
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
農
地
の
減
少
や
農
産
物

の
価
格
の
低
迷
、
就
業
者
の
高
齢

化
や
後
継
者
不
足
な
ど
、
本
町
の

農
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
厳
し
い

状
況
に
あ
り
、
地
域
の
特
性
を
活

か
し
た
新
た
な
農
業
の
あ
り
方
が

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
本
年
度
は
Ｊ
Ａ
内
浦

が
実
施
す
る
「
農
産
物
直
販
加
工

施
設
の
建
設
に
対
す
る
補
助
金
」

を
計
上
し
て
地
産
地
消
を
推
進
す

る
ほ
か
、「
新し
ん
ぼ保

地
区
、
不ふ

ど
う
じ

動
寺

地
区
の
用
排
水
路
整
備
」、「
金か
ね
や
ま山

地
区
の
集
落
道
や
営
農
飲
雑
用
水

施
設
整
備
」「
当と
う
め目
地
区
ほ
場

じ
ょ
う

整

備
事
業
」
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と

に
し
て
い
ま
す
。

　

林
業
関
係
事
業
で
は
、
新
た
に

菌き
ん
し
ょ
う
し
い
た
け

床
椎
茸
栽
培
の
規
模
拡
大
な

ど
を
目
的
と
し
て
「
特
用
林
産
物

活
用
施
設
等
整
備
事
業
費
」
を
計

上
し
た
ほ
か
、
林
道
宮
地
線
の
整

備
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

水
産
関
連
事
業
で
は
、「
小
規
模

近
代
化
施
設
整
備
事
業
」
と
し
て

能
都
漁
協
・
小
木
漁
協
が
実
施
す

る
冷
蔵
庫
保
管
施
設
や
ベ
ル
ト
コ

ン
ベ
ア
の
整
備
費
を
計
上
し
た
ほ

か
、「
沿
岸
遠
洋
漁
業
振
興
対
策
事

業
」
に
担
い
手
育
成
漁
船
建
造
推

進
事
業
補
助
金
を
計
上
し
、
漁
船

の
リ
ー
ス
事
業
に
関
す
る
調
査
を

実
施
し
な
が
ら
今
後
の
漁
業
振
興

を
模
索
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
漁
港
施
設
改
修
事
業
を

積
極
的
に
実
施
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

商
工
関
係
事
業
で
は
、
新
た
に

「
い
し
り
」
の
ブ
ラ
ン
ド
化
を
目

指
す
ジ
ャ
パ
ン
ブ
ラ
ン
ド
育
成
事

業
費
を
計
上
し
た
ほ
か
、「
海
洋

深
層
水
振
興
事
業
」
で
は
深
層
水

の
畜
養
・
商
業
利
用
の
た
め
の
計

画
作
成
費
を
、「
観
光
振
興
対
策

事
業
」
で
は
合
併
後
の
能
登
町
の

観
光
地
と
し
て
の
魅
力
創
出
を
目

的
と
し
た
計
画
書
を
作
成
す
る
こ

と
に
し
て
い
ま
す
。

﹇
交
通
・
情
報
の
ま
ち
づ
く
り
﹈

　

少
子
高
齢
化
が
進
み
、
情
報
化

社
会
が
進
展
す
る
今
日
、
交
通
手

段
の
確
保
と
情
報
の
過
疎
化
の
回

避
は
当
町
に
あ
っ
て
は
大
き
な
問

題
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

昨
年
度
に
引
き
続
き
生
活
交
通

対
策
事
業
と
し
て
路
線
バ
ス
運
行

や
、
有
料
道
路
軽
減
対
策
に
必
要

な
経
費
を
計
上
し
た
ほ
か
、
本
年

度
は
、
継
続
事
業
の
道
路
財
源
の

確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
先
の

大
雪
の
教
訓
か
ら
除
雪
対
策
事
業

と
し
て
歩
道
除
雪
機
の
整
備
を
進

め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
有
線
放
送
事
業
特
別
会

計
で
は
、
昨
年
に
引
き
続
き
内
浦

地
区
で
の
整
備
を
進
め
、
年
度
内

の
完
了
を
目
指
し
ま
す
。

﹇
行
政
改
革
の
推
進
を
﹈

　

行
財
政
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、

町
民
と
行
政
が
、
互
い
に
よ
り
良

い
関
係
を
築
き
、
主
体
的
な
役
割

を
担
い
合
い
な
が
ら
協
働
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

こ
の
意
味
か
ら
も
、
行
政
は
町

民
の
視
点
に
立
っ
て
、
よ
り
一
層

の
行
政
情
報
の
公
開
と
効
果
的
な

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
こ
と
が

肝
要
で
あ
る
と
と
も
に
、
常
に
自

己
改
革
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

今
後
は
、
行
政
評
価
の
視
点
を

導
入
し
た
事
務
事
業
の
見
直
し
を

行
い
、
将
来
の
あ
る
べ
き
町
の
姿

を
展
望
し
な
が
ら
、
引
き
続
き
行

政
改
革
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い

き
ま
す
。

﹇
人
づ
く
り
の
ま
ち
づ
く
り
﹈ 

　

ま
ち
の
魅
力
は
、
町
民
の
皆
さ

ん
が
こ
こ
に
住
む
こ
と
に
誇
り
と

喜
び
を
感
じ
、
生
涯
を
通
じ
て
い

き
い
き
と
暮
ら
し
て
こ
そ
醸か
も

し
出

さ
れ
る
も
の
で
す
。

　

少
子
高
齢
化
が
進
む
中
、
本
町

に
お
い
て
は
、
次
代
を
担
う
子
ど

も
た
ち
や
町
の
人
々
が
、
生
涯
を

通
じ
て
心
豊
か
に
学
び
合
う
こ
と

が
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て

い
き
ま
す
。

　

学
校
教
育
に
つ
い
て
は
、
基
礎

学
力
の
向
上
を
始
め
、
心
豊
か
で

調
和
の
取
れ
た
人
間
形
成
を
目
的

に
、
各
学
校
の
実
情
に
応
じ
た
総

合
学
習
活
動
に
よ
っ
て
特
色
あ
る

学
校
づ
く
り
を
進
め
る
と
と
も

に
、
教
育
の
機
会
均
等
を
図
り
優

秀
な
人
材
を
育
成
す
る
た
め
の
奨

学
金
制
度
や
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の

平
成
18
年
度  

施
政
方
針

　

3
月
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
持
木
一
茂
町
長
が
平
成
18
年
度
の
「
施
政

方
針
」
を
述
べ
ま
し
た
。
今
年
度
の
ま
ち
づ
く
り
は
ど
う
な
る
の
か
？
能
登

町
が
目
指
す
方
向
は
？
重
点
項
目
を
施
政
方
針
か
ら
抜
粋
し
ま
す
。
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特別会計

企業会計

歳　入

歳　出

一般会計

・自主財源

・依存財源

・義務的経費
・投資的経費
・その他の経費

・有線放送事業
・国民健康保険
・老人保健
・介護保険
・観光施設

・公共下水道事業
・農業集落排水事業
・漁業集落排水事業
・浄化槽整備推進事業
・簡易水道事業

・水道事業

・病院事業

・地方債（町の借金にあたるもの）
・基金（町の貯金にあたるもの）

4

予
算
は
難
し
い
？

数
字
ば
か
り
で
よ
く
わ
か
ら
な
い
？

町
の
収
入
と
支
出
を

予あ
ら
か
じめ
計
算
す
る
の
が
「
予
算
」

予
算
を
見
れ
ば
わ
か
る

町
の
財
政
状
況
や
重
点
的
な
事
業

能
登
町
の
住
民
と
し
て

無
駄
に
税
金
が
使
わ
れ
て
い
な
い
か

効
率
的
な
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
か

チ
ェ
ッ
ク
す
る
に
も
ま
ず
は
予
算
か
ら

今
年
こ
そ
町
の
予
算
に
本
気
で

向
き
合
っ
て
み
ま
せ
ん
か
？

予算
・当初予算
・補正予算



歳
出
編
①

一般会計予算額は約 21億円減の

138億 9,000万円
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普通建設
事業費

物件費公債費人件費

歳
出
は
、
性
質
別
と
目
的
別
に
分
類
で
き
ま
す
。
性
質
別
で
み
て
み
る
と･･･

そ
の
2

（
14
・
８
％
）

人件費 26 億　272 万 9千円（18.7％）

義
務
的
経
費
（
48
・
３
％
）

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費
（
36
・
９
％
）

扶助費 7億 9,831 万 2 千円（5.7％）

公債費 33 億 1,182 万 9 千円（23.9％）

普通建設事業費 19 億 8,601 万 7 千円（14.3％）

災害復旧事業費 6,336 万 3 千円（0.5％）

物件費 14 億 1,886 万 8 千円（10.2％）

補助費等 18 億　449 万 1千円（13.0％）

繰出金 15 億 6,404 万 6 千円（11.3％）

その他
　維持補修費・積立金
　出資金・予備費など

3 億 4,034 万 5 千円（2.4％）

■人件費
町職員の給与や議員・各種委員
の報酬など
■扶助費
各種医療費の給付や児童手当な
ど
■公債費
現在未償還の町債についての元
金・利子などの償還金
■普通建設事業費
道路や施設の建設費
■災害復旧事業費
集中豪雨や台風などが引き起こ
した氾濫や土砂崩れなどについ
て現状復帰させる費用
■物件費
臨時職員賃金や旅費、光熱水費、
委託料など
■補助費等
一部事務組合に対する負担金や
各種団体に対する補助金など
■繰出金
特別会計に対する一般会計から
支出するもの

6

歳
入
編

70
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特別会計・企業会計を合わせた予算総額は約 14億 4,000 万円減の

298億 8,967万 8千円

歳
入
の
主
な
も
の
は
町
税
、
地
方
交
付
税
、
町
債
の
３
つ
。
こ
れ
ら
の
バ
ラ
ン
ス
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。
自
主
財
源
の
比
率
は
？

地方交付税

分担金・負担金
使用料・手数料
繰入金
その他財産収入・寄附金・諸収入など

75 億 5,500 万円　　

1億 8,459 万 6 千円
2億    774 万 4 千円
4億 7,963 万 6 千円

9,206 万 8 千円

自
主
財
源

（54.4％）

（1.3％）
（1.5％）
（3.5％）
（0.7％）

国庫支出金 5億 3,742 万 1 千円（3.9％）

県支出金 6億 2,249 万 8 千円（4.5％）

地方譲与税 3億 7,000 万円　　（2.7％）

町　債 17 億 3,130 万円　　（12.5％）

町　税 17 億 1,523 万 7 千円（12.3％）

その他
　地方消費税交付金
　自動車取得税交付金
　地方特例交付金など

3 億 9,450 万円　　（2.7％）

依
存
財
源
（
80
・
７
％
）

そ
の
1

（
19
・
３
％
）

■町税
町民税や固定資産税など町民の
みなさんが納める税金
■分担金・負担金
保育料や工事の受益者負担金な
ど
■使用料・手数料
施設使用料など
■繰入金
町の基金からの繰入金
■地方交付税
地方公共団体が等しく事務を遂
行できるよう一定の基準により
国から交付される税
■国庫支出金・県支出金
各種事業に対する国・県から交
付される補助金
■地方譲与税
国税を財源として町道の面積な
どに応じて国から譲与される税
■町債
資金調達などのための長期借入
金

町税の内訳
町民税　　 7 億    348 万 8 千円
固定資産税 7億 4,791 万 8 千円
軽自動車税 　　4,182 万 2 千円
たばこ税　 1 億 3,816 万 7 千円
入湯税　　 　　2,274 万 6 千円
都市計画税 　　6,109 万 6 千円

15

16

17

18

19

20

21

H18H17H16H15H14H13H12H11H10

億円
町税の推移

億円
地方交付税の推移

億円
主な歳出の前年度比較

△ 1.95 億円

△ 9.09 億円

△ 1.85 億円

△ 9.29 億円

自
主
財
源
は
19
・
３
％

歳
入
は
、
皆
さ
ん
が
納
め
る
税

金
を
17
億
１
５
２
３
万
７
千

円
見
込
み
、
全
体
に
占
め
る
割

合
は
、
12
・
３
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
左
図
の
よ
う
に
、
平
成
12
年

度
か
ら
年
々
減
少
し
て
い
ま
し
た

が
、
本
年
度
町
民
税
や
た
ば
こ
税

な
ど
の
税
制
改
正
に
よ
り
前
年
度

よ
り
約
５
３
０
０
万
円
の
増
額
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
町
の

基
金
を
取
り
崩
し
、
繰
り
入
れ
る

お
金
は
４
億
７
９
６
３
万
６
千
円
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。
町
税
や
分
担

金
・
負
担
金
、
使
用
料
や
財
産
な

ど
の
町
が
自
ら
収
入
で
き
る
自
主

財
源
は
歳
入
全
体
の
19
・
３
％
で

26
億
７
９
２
８
万
１
千
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

自
主
財
源
に
対
し
、
地
方
交

付
税
や
国
庫
お
よ
び
県
支
出

金
・
町
債
な
ど
の
依
存
財
源
は
、

１
１
２
億
１
０
７
１
万
９
千
円
を
見

込
み
、歳
入
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、

80
・
７
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
歳
入

で
一
番
大
き
い
の
は
地
方
交
付
税
で

す
。
本
年
度
は
17
年
度
の
決
算
見
込

み
並
み
の
75
億
５
５
０
０
万
円
を
見

込
ん
で
お
り
、
歳
入
全
体
に
占
め
る

割
合
は
、
54
・
４
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
地
方
交
付
税
は
平
成
12
年
度
と

比
較
す
る
と
、
約
12
億
円
減
少
し
て

い
ま
す
。
地
方
交
付
税
へ
の
依
存
度

の
高
い
能
登
町
に
と
っ
て
は
、
今
後

も
国
の
施
策（
三
位
一
体
改
革
な
ど
）

を
十
分
注
視
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

　

町
債
は
、
道
路
や
施
設
を
整
備
す

る
た
め
に
借
り
入
れ
る
お
金
で
、
歳

出
の
普
通
建
設
事
業
な
ど
に
充
て
ら

れ
、
本
年
度
は
17
億
３
１
３
０
万
円

を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

義
務
的
経
費
が
48
・
３
％

歳
出
を
性
質
別
で
み
る
と
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
の
義

務
的
経
費
が
67
億
１
２
８
７
万
円

と
な
り
、
歳
出
全
体
の
48
・
３
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
人
件
費
に
つ

い
て
は
、
特
別
職
の
期
末
手
当
30

％
削
減
や
一
般
職
の
期
末
・
勤
勉

手
当
20
％
削
減
な
ど
に
よ
り
、
対

前
年
１
億
９
５
０
０
万
円
減
の

26
億
２
７
２
万
９
千
円
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。
公
債
費
に
つ
い
て
は
、
昨

年
度
の
繰
上
償
還
分
約
７
億
円
に
対

し
、
今
年
度
は
約
８
０
０
０
万
円
が

繰
上
償
還
分
と
な
り
、
実
質
で
は
対

前
年
度
約
２
億
８
０
０
０
万
円
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

経
費
の
効
果
が
後
年
度
に
及
ぶ
投

資
的
経
費
に
は
、
普
通
建
設
事
業
費

と
災
害
復
旧
事
業
費
が
あ
り
、
本
年

度
は
、
防
災
行
政
告
知
機
整
備
事

業
（
１
億
９
９
５
０
万
円
）
や
町
道

整
備
事
業
（
４
億
８
３
８
５
万
円
）

な
ど
で
総
額
20
億
４
９
３
８
万
円
と

な
り
ま
す
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と

第
2
多
目
的
交
流
セ
ン
タ
ー
整
備
事

業
や
合
併
に
伴
う
電
算
シ
ス
テ
ム
統

合
事
業
な
ど
の
完
了
に
よ
り
、
約

９
億
２
９
０
０
万
円
の
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

賃
金
、
需
用
費
、
委
託
料
な
ど
の

消
費
的
な
経
費
で
あ
る
物
件
費
は
、

14
億
１
８
８
６
万
８
千
円
で
あ
り
、

対
前
年
度
約
１
億
８
５
０
０
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金
や

団
体
へ
の
補
助
金
な
ど
の
補
助
費

に
つ
い
て
は
、
奥
能
登
ク
リ
ー
ン

組
合
へ
の
負
担
金
４
億
４
９
０
０
万

円
（
対
前
年
度
約
１
億
９
５
０
０
万

円
増
）
の
増
加
な
ど
に
よ
り

18
億
４
４
９
万
１
千
円
と
対
前
年
度

約
４
５
０
０
万
円
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。



　有線テレビ番組制作、放送施設維持管理、内浦
地区の整備など
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特
別
会
計
・
企
業
会
計
編

特別会計とは、特定の事業を行う場合や特定の収入で事業を行う場合に、経理を他の会計と区
別する必要があるため、法律や条例に基づいて設置しているものです。能登町には国民健康

保険特別会計や介護保険特別会計など 10 の特別会計があります。
一
般
会
計
と
は
別
に
経
理
さ
れ
る
特
別
会
計
に
は
ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
？

そ
の
4

①有線放送事業

8

歳
出
編
②

歳
出
を
目
的
別
で
み
て
み
ま
し
ょ
う
。
何
に
ど
れ
く
ら
い
使
わ
れ
る
か
わ
か
り
ま
す
。

そ
の
3

総務費 　　　　　16 億 9,997 万円 （12.2％）

その他
　議会費・労働費
　災害復旧費
　予備費など

3 億　952 万 2千円（2.2％）

■総務費
全般的な管理事務、企画調整事
務、財政事務、選挙事務などの
経費
■民生費
社会福祉、身体障害者、高齢者、
児童福祉などの経費
■衛生費
感染症予防費、結核予防費、廃
棄物処理費などの経費
■農林水産業費
農業、漁業、林業振興対策の経
費
■商工費
商工業の振興、その他観光事業
などの経費
■土木費
土木事務、道路橋りょう、河川、
都市計画、公営住宅などの経費
■消防費
消火事務、災害防除、災害時被
害軽減などの活動経費
■教育費
教育委員会、小・中学校、社会
教育などの教育関係の経費
■議会費
議会の活動などに必要な経費
で、議員報酬や費用弁償など

民生費 25 億 2,686 万 4 千円（18.2％）

衛生費 15 億 8,016 万 5 千円（11.4％）

農林水産業費 11 億 2,324 万 5 千円（8.1％）

商工費 4億 2,110 万 4 千円（3.0％）

土木費 13 億 8,292 万 9 千円（10.0％）

消防費 6億 3,487 万 6 千円（4.6％）

教育費 8億 9,946 万 2 千円（6.5％）

公債費 33 億 1,186 万 3 千円（23.8％）

５億 9,290 万 8 千円

企業会計とは、独立採算性を原則とする企業的な事業を行う場合に、地方公営企業法の規定を
受けて設置する会計です。水道事業会計と病院事業会計の２つの企業会計があります。

・保険事業勘定　27 億 4,060 万 5 千円
　自営業者や無職の人などが加入する国民健康保
険は町が保険者となって運営します
・直営診療施設勘定　807 万 5千円
　瑞穂診療所を直接運営しています

②国民健康保険
２7億 4,868 万円

　老後における疾病予防・治療など保健事業の総
合的推進を目的としています

③老人保健
34 億 2,461 万 7 千円

・保険事業勘定　25 億 1,550 万 6 千円

・サービス事業勘定　1億 5,973 万 8 千円

④介護保険
26 億 7,524 万 4 千円

主に観光施設の改修・修繕など

⑤観光施設
6,851 万 9 千円

宇出津・恋路・松波・小木処理区の整備など

⑥公共下水道事業
9 億 8,903 万 9 千円

瑞穂・内浦南部・上町・寺五処理区の整備など

⑦農業集落排水事業
6 億 7,118 万 7 千円

羽根・小浦処理区の整備など

⑧漁業集落排水事業
8,973 万 9 千円

指定地区において合併処理浄化槽を整備

⑨浄化槽整備推進事業
3,468 万円

柳田地区再編推進事業・北河内ダム建設事業など

⑩簡易水道事業
５億 2,470 万 2 千円

・収益的支出　3億 9,571 万円
・資本的支出　9億 3,935 万円

主な事業：寺田川ダム・内浦浄水場の整備・未普
及地域解消事業など

①水道事業会計
13 億 3,506 万円

・収益的支出　26 億 5,313 万 7 千円
・資本的支出　1億 9,216 万 6 千円

公立宇出津総合病院にかかる会計

②病院事業会計
28 億 4,530 万 3 千円

①人づくりのまちづくり
　・野田集会所整備事業
　・外国語指導助手招致事業
　　ＡＬＴを 2人から 3人に増員
　・文化財保護事業
　　松波城・珠洲古窯跡群の調査や真脇遺跡の整備　
　　など文化財の調査、保存
②福祉のまちづくり
　・児童手当給付事業
　　制度改正により、受給対象が小学校３年生から　
　　小学校６年生までに拡大
　・マイ保育園登録事業
　　出産前までに希望する保育園を登録し、保育士　
　　の支援を受けながら育児体験を受けることがで　
　　きる制度

③循環型のまちづくり
　・能都埋立処分場ごみ貯留擁壁築堤工事
④産業活性化のまちづくり
　・地元出身の団塊の世代に対する定住促進
　・ＪＡ内浦農産物直販加工施設の整備
　・漁船リース事業の研究
⑤交通・情報のまちづくり
　・新町通り線街路整備事業
　・まちづくり交付金事業
⑥その他のまちづくり
　・防災行政告知施設整備事業
　・消防施設などの整備
　　防火水槽の整備、松波分団ポンプ車

中学生交流 松波城跡公園 マイ保育園 漁船リース

ポンプ車農産物販売新町通り防災行政告知

５つのまちづくり（平成18年度の主な事業）
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地
方
債
・
基
金
編

町
の
借
金
に
あ
た
る
地
方
債
（
町
債
）
と
貯
金
に
あ
た
る
基
金
の
状
況
は
？

そ
の
5

地
方
債
と
は
、
地
方
公
共
団

体
の
長
期
の
借
入
金
の
こ

と
で
す
。
資
金
を
長
期
に
借
り
入

れ
る
こ
と
に
よ
り
、
世
代
間
の
財

政
負
担
の
公
平
化
を
図
っ
た
り
、

計
画
的
な
施
設
の
整
備
を
図
る
こ

と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。
地
方
債

を
起
こ
す
こ
と
を
「
起
債
」
と
い

い
ま
す
。

　

地
方
債
は
、
収
入
が
足
り
な
い

か
ら
と
い
っ
て
、
む
や
み
に
起
こ

す
も
の
で
は
な
く
、
地
方
財
政
法

に
よ
っ
て
制
限
さ
れ
て
い
ま
す
。

基
金
と
は
、
特
定
の
目
的
の

た
め
に
財
産
を
維
持
し
、

資
金
を
積
み
立
て
た
り
、
定
額
の

資
金
を
運
用
す
る
た
め
に
設
け
ら

れ
る
資
金
ま
た
は
財
産
の
こ
と
を

い
い
ま
す
。

　

基
金
に
は
「
財
政
調
整
基
金
」

や
「
減
債
基
金
」
な
ど
が
あ
り
ま

す
。
財
政
調
整
基
金
と
は
、
収
入

を
調
整
し
た
り
、
災
害
に
備
え
る

た
め
に
積
み
立
て
ら
れ
た
積
立
金

の
こ
と
で
、
家
計
で
の
貯
蓄
に
あ

た
る
も
の
で
す
。
減
債
基
金
は
、

町
が
借
り
入
れ
た
地
方
債
の
償
還

を
計
画
的
に
行
う
た
め
に
積
み
立

て
て
い
る
基
金
で
す
。

「
厳
し
い･･･

」

「
や
む
を
得
ず･･･

」

　

持
木
町
長
が
議
会
で
の
説

明
で
幾
度
と
な
く
発
し
た
言

葉
。
苦
渋
の
決
断
を
し
て
成

立
し
た
平
成
18
年
度
予
算

は
、
一
般
会
計
で
約
21
億
円

を
減
額
す
る
と
い
う
緊
縮
予

算
と
な
っ
た
。
あ
ら
ゆ
る
事

業
を
見
直
し
、
特
別
職
、
一

般
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
も

県
内
で
最
も
大
き
な
削
減
を

行
っ
た
。
町
民
の
み
な
さ
ん

に
対
す
る
各
種
補
助
金
や
給

付
な
ど
で
廃
止
、
減
額
さ
れ

た
も
の
も
あ
る
。
そ
れ
ほ
ど

現
在
の
町
の
財
政
は
危
機
的

状
況
に
あ
る
と
い
え
る
。

　

過
疎
化
、
少
子
高
齢
化
、

三
位
一
体
改
革
、
厳
し
さ
は

今
後
も
増
し
て
い
く
。

　

少
な
い
財
源
の
中
で
、
町

の
未
来
の
た
め
に
何
を
す
る

の
か
。
大
切
な
こ
と
は
「
選

択
と
集
中
」
そ
し
て
町
民
す

べ
て
の
「
創
意
工
夫
」
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。

　
「
明
る
い
未
来
」
は
自
分
た

ち
の
手
で
つ
か
み
取
る
こ
と

が
で
き
る
。
わ
た
し
た
ち
の

能
登
町
に
は
た
く
さ
ん
の
可

能
性
が
あ
る
の
だ
か
ら
。

第１回

定例会

議
会

平
成
18
年
度
予
算
案
な
ど
を

可
決

　

第
1
回
能
登
町
議
会
定
例
会

は
、
３
月
９
日
に
招
集
さ
れ
ま
し

た
。
会
期
を
24
日
ま
で
の
16
日
間

と
し
、
平
成
17
年
度
一
般
会
計
補

正
予
算
や
平
成
18
年
度
一
般
会
計

予
算
な
ど
町
長
提
出
議
案
57
議
案

が
上
程
さ
れ
ま
し
た
。
人
事
案
件

１
件
に
同
意
し
、
そ
の
他
の
議
案

は
各
常
任
委
員
会
に
付
託
さ
れ
、
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す
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億円 基金（普通会計分※）の推移

　町の財政の悪化は地方債の発行残高が多くなってきた
ことが大きな原因です。平成 10 年度で約 261 億円であ
ったものが平成 16年度では約 289 億円となり、約 27億
円の増額となっています。国・地方ともに財政難の中、
低迷する経済に配慮し公共事業を積極的に実施してきた
こと、また地方交付税の一部が振替えられた臨時財政対
策債、住民税などの減税に伴う減税補てん債、合併に伴
う合併貸付金などの借入の影響で大きく伸びています。
平成 18年度残高が大きく減少しているのは平成 17年度
に繰上償還を実施したことや発行額を抑制した結果です。
　今後、地方債の発行を抑制することが課題となってい
ます。

　財政調整基金は平成 13 年度以降、町税の減少
や三位一体改革の影響による収入不足を補てんし
てきたため、平成 12年度で約 23億円あったもの
が平成 18年度末には１億円以下になる予定です。
また減債基金についても平成 17 年度には約 9億
円の繰上償還を実施した結果ほぼゼロとなる予定
です。その他の基金で平成 17 年度に大きく増加
しているのは合併振興基金約 17 億円を新たに創
設したことによるものです。定額運用基金には、 
土地開発基金（1億円）があります。危機的な財
政状況の中、柔軟な財政運営を実施するため適正
な財政調整基金の確保が課題となっています。
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※普通会計とは一般会
計と有線放送事業特別
会計を合計したもの
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